
























平成 24 年改正特定商取引法は，訪問購入に関する規制を盛り込み，平成 24
200（115）























）平成 24 年改正特商法の概要の紹介としては，松苗弘幸「特定商取引法の平成 24 年改正によ
る『訪問購入』規制の概要」現代消費者法 17 号（2012 年）68 頁，圓山茂夫「平成 24 年改正特
定商取引法の概要 買取商法に対し訪問購入の規制を新設 」市民と法 78 号（2012 年）
48 頁，宮井彩・金子絵美「訪問購入取引に対する規制導入 いわゆる押し買いトラブルに対応































議，同年月 10 日の衆議院本会議を経て成立，同年月 22 日に公布された。
上記修正を受けて，政令において適用除外の対象とすべき物品及び取引態様











2013 年月日に，改正特定商取引法を月 21 日から施行する旨を定める政
令，及び適用除外等を定める政令（施行令。同年月日公布）が閣議決定さ
れ，改正特定商取引法は期日どおり施行された。





⑴ 当 事 者















	）2012 年 12 月 25 日第 109 回消費者委員会〈http://www.cao.go.jp/consumer/iinkai/2012/
109/shiryou/index.html〉，2013 年月 15 日第 110 回消費者委員会〈http://www.cao.go.jp/
consumer/iinkai/2013/110/shiryou/index.html〉。

）2013 年月 11 日消費経済審議会第回特定商取引部会。〈http://www.meti.go.jp/committ
ee/gizi_0000002.html〉参照。









































































































17）以上，前掲注 10）通達 89 頁。
18）訪問販売については，前掲注 10）通達頁でこの旨が述べられているが，訪問購入について
も同様に考えてよいだろう。
19）前掲注 10）通達 89 頁，同頁。
ことであり，そういったものがに該当しようか。
⑶ 適用除外取引































































23）2012 年 12 月 25 日第 109 回消費者委員会，2013 年月 15 日第 110 回消費者委員会。URLは
前掲注	）を参照。
24）2013 年月 11 日消費経済審議会第回特定商取引部会。URLは前掲注
）を参照。































26）前掲注 10）通達 89 頁。
27）〈http://www.caa.go.jp/trade/pdf/130220legal_9.pdf〉
28）前掲注 10）通達 90 頁。
























ることの通知は行われるし（法 58 条の 11 の参照），通知が懈怠された場合の







30）前掲注 29）109 回消費者委議事録 20 頁，2013 年月 11 日消費経済審議会第回特定商取引
部会議事録（以下，消費経済審議会議事録）12 頁〈http://www.meti.go.jp/committee/sum
mary/0004529/pdf/24_01_gijiroku.pdf〉。
31）前掲注 29）109 回消費者委議事録 23 頁。
32）前掲注 29）109 回消費者委議事録 26 頁。





























34）前掲注 29）109 回消費者委議事録 23 頁。
35）2013 年月 15 日第 110 回消費者委員会議事録（以下，110 回消費者委議事録）11 頁以下
〈http://www.cao.go.jp/consumer/iinkai/2013/110/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2013/02/01/
110_130115_gijiroku_1.pdf〉。
36）前掲注 35）110 回消費者委議事録 12 頁。
37）前掲注 29）109 回消費者委議事録 22 頁，前掲注 30）消費経済審議会議事録 15 頁。























ことの通知は行われるし（法 58 条の 11 の参照），通知が懈怠された場合の転








39）前掲注 29）109 回消費者委議事録 27 頁。
40）前掲注 35）110 回消費者委議事録 11 頁。




























43）前掲注 29）109 回消費者委議事録 23 頁。
44）前掲注 10）通達 90 頁。
45）以下については，訪問販売等の規定の適用除外に関する，前掲注 10）通達 46 頁以下，消費
者庁取引・物価対策課／経済産業省商務情報政策局消費経済政策課編『特定商取引に関する法
律の解説 平成 21 年版』（商事法務，2010 年，以下『解説』）168 頁以下も参照。







ら法 58 条の 16 までの規定は適用されない。これに対して，氏名等の明示義務






























47）河上正二「特商法による『訪問購入』規制の適用除外」ジュリスト 1451 号（2013 年）83 頁。






























49）以上については，前掲注 10）通達 104 頁のほか，前掲注 30）消費経済審議会議事録頁以下




本評論社，2010 年，以下『ハンドブック』）103 頁（判例集未搭載：平成 19（ネ）第 174 号）
がある。
































53）前掲注 10）通達 105 頁。
54）前掲注 10）通達 105 頁。低廉な額の取引では両者に当該取引の認識がない，ということであ
る。
55）訪問販売に関する事例だが，広島高裁松江支判平	・・24 消費者法ニュース 29 号 57 頁。
績とは認められないし，政令 16条の第号及び第号が，両号の取引につ
いて，「当該取引について法 58 条のから 58 条の	まで，58 条の 11若しく
は 58 条の 11 のの規定に違反する行為又は法 58 条の 12第号に掲げる行為
がなかったものに限り，法 58 条の
若しくは 58 条の 10 の規定に違反する行



























56）前掲注 10）通達 105 頁。

































59）前掲注 10）通達 106 頁。
60）斎藤・池本・石戸谷・前掲注 49）『ハンドブック』109 頁，圓山・前掲注 52）『詳解』94 頁。
宝石類と寝具の訪問販売について事業内容の連続性を否定した裁判例として，福岡高判平 11・
・
月刊国民生活 2003 年月号 46 頁。










































































































































68）前掲注 10）通達 91 頁。






















































































































































































































85）前掲注 10）通達 92 頁。





































































































条の 12，年以内の業務停止命令：法 58 条の 13）。罰則については，直罰方式は
とられておらず，購入業者が行政処分に違反した場合に刑事罰が科される二段
訪問購入について（)（原田昌和）
169（146）
95）訪問販売に関する圓山・前掲注 52）『詳解』140 頁以下。
階方式となっている（法 70条の，72条項号，74条）。違法な再勧誘とな
る場合は，同時に，不招請勧誘となることから，不招請勧誘について述べたと
ころも参照されたい。
なお，消費者が契約を締結しない旨の意思を表示したにもかかわらず勧誘を
継続して契約を結ばせた場合には，消費者契約法条項号の不退去による
困惑取消しが認められることが多いだろう。
（未 完）
立教法学 第 88号（2013)
168（147）
